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平
成
２6
年
度

新
潟
県
国
保
診
療
施
設
協
議
会

�
第
２
回
運
営
委
員
会

　
平
成
27
年
3
月
27
日
（
金
）、
新
潟
県
自
治
会
館
別
館
4
階
「
第
一
会
議
室
」
に
て
、
新
潟

県
国
民
健
康
保
険
診
療
施
設
協
議
会
第
2
回
運
営
委
員
会
を
開
催
し
た
。

　
平
成
27
年
度
事
業
計
画
（
案
）
及
び
会
計
歳
入
歳
出
予
算
（
案
）
等
に
つ
い
て
協
議
を
行
い
、

全
て
原
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
た
。

⑵�

　
平
成
27
年
度
新
潟
県
国
保
診
療
施
設
協

議
会
会
計
歳
入
歳
出
予
算
（
案
）
に
つ
い

て

　

原
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
た
。

　

報
告
事
項

⑴�

　
平
成
27
年
度
東
北
地
方
国
保
診
療
施
設

協
議
会
連
絡
会
議
に
つ
い
て

　

27
年
度
は
、
東
北
地
方
国
保
協
議
会
の
会

長
県
が
青
森
県
の
た
め
、
平
成
27
年
9
月
18

日
（
金
）、
青
森
市
「
ホ
テ
ル
青
森
」
に
て

開
催
さ
れ
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
特

別
講
演
等
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
報

告
。

⑵�

　
新
潟
県
国
保
診
療
施
設
協
議
会
の
事
業

計
画
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
に
つ
い
て

　

協
議
会
の
活
性
化
に
向
け
、
3
月
に
行
っ

た
ア
ン
ケ
ー
ト
を
報
告
。

　

施
設
が
抱
え
る
悩
み
な
ど
を
共
有
し
、
お

互
い
に
助
け
合
う
と
い
う
趣
旨
の
も
と
「
協

議
会
の
会
員
が
一
同
に
会
す
る
場
を
設
定
し

て
は
」
と
の
声
か
ら
再
度
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実

施
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

協
議
事
項

⑴�

　
平
成
27
年
度
新
潟
県
国
保
診
療
施
設
協

議
会
事
業
計
画
（
案
）
に
つ
い
て

　

新
潟
県
国
保
診
療
施
設
協
議
会
関
係
は
7

月
に
総
会
、
全
国
国
保
診
療
施
設
協
議
会
関

係
は
5
月
15
日
（
金
）、
16
日
（
土
）
に
第

29
回
地
域
医
療
現
地
研
究
会
が
宮
崎
県
延
岡

市
で
、
10
月
2
日
（
金
）、
3
日
（
土
）
に

第
55
回
全
国
国
保
地
域
医
療
学
会
が
埼
玉
県

さ
い
た
ま
市
で
開
催
さ
れ
る
。
そ
の
他
行
事

予
定
に
つ
い
て
は
別
表
の
と
お
り
。

　平成27年度
新潟県国保診療施設協議会行事予定

平成27年
5月15日（金）16日（土）
・第29回地域医療現地研究会� 宮崎県・延岡市
6 月19日（金）
・全国国保診療施設協議会社員総会� 東京都
7 月下旬
・新潟県国保診療施設協議会監事会・
　第 1回運営委員会・総会� 新潟市・自治会館
9 月18日（金）
・東北地方国保診療施設協議会連絡会議
� 青森県・青森市　「ホテル青森」
10月 2 日（金） 3日（土）
・第55回全国国保地域医療学会� 埼玉県・さいたま市
平成28年
1月15日（金）16日（土）
・地域包括医療・ケア研修会� 東京都
2 月26日（金）
・�都道府県協議会会長・協議会設置都道府県国保連合会
事務局長合同会議� 東京都
3 月上旬
・新潟県国保診療施設協議会第 2回運営委員会
� 新潟市・自治会館
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平
成
26
年
9
月
19
日
（
金
）、
秋
田
県
秋

田
市
「
ホ
テ
ル
メ
ト
ロ
ポ
リ
タ
ン
秋
田
」
に

て
、
平
成
26
年
度
東
北
地
方
国
保
診
療
施
設

協
議
会
連
絡
会
議
が
開
催
さ
れ
た
。

　

前
段
に
、「
東
北
各
県
国
保
診
療
施
設
協

議
会
会
長
会
議
（
支
部
長
会
議
）」
が
開
催

さ
れ
、
平
成
28
年
度
第
56
回
全
国
国
保
地
域

医
療
学
会
及
び
全
国
国
保
診
療
施
設
協
議
会

の
東
北
ブ
ロ
ッ
ク
推
薦
理
事
の
決
定
方
法
に

つ
い
て
協
議
。

　

そ
の
後
、
開
催
さ
れ
た
連
絡
会
議
で
冒
頭

の
主
催
者
あ
い
さ
つ
で
齋
藤
正
寧
東
北
地
方

国
保
協
議
会
会
長
（
代
理
…
鈴
木
哲
弥
秋
田

県
国
保
連
合
会
常
務
理
事
）
は
、国
の
医
療
・

介
護
制
度
改
革
に
つ
い
て
触
れ
「
改
革
の
一

つ
に
地
域
包
括
医
療
・
ケ
ア
の
推
進
が
あ

り
、
国
保
直
診
が
推
進
し
、
成
果
を
上
げ
て

来
た
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。
国
保
直
診
を

取
り
巻
く
状
況
は
、
大
変
厳
し
い
中
に
あ
る

が
、
地
域
包
括
医
療
・
ケ
ア
の
推
進
が
確
保

さ
れ
る
よ
う
、
改
革
の
動
向
を
注
視
し
て
い

か
な
く
て
は
い
け
な
い
。」
と
強
く
訴
え
た
。

そ
の
後
、
小
野
剛
東
北
地
方
国
保
診
療
施
設

協
議
会
会
長
の
挨
拶
、
次
い
で
来
賓
あ
い
さ

つ
で
青
沼
孝
徳
全
国
国
保
診
療
施
設
協
議
会

会
長
は
「
総
合
診
療
専
門
医
に
関
す
る
委
員

会
」の
委
員
に
選
任
さ
れ
た
経
緯
に
ふ
れ「
再

び
地
域
包
括
医
療
・
ケ
ア
認
定
制
度
の
経
験

を
提
言
し
て
い
き
た
い
。
ま
た
、
都
市
部
の

超
高
齢
化
も
視
野
に
入
れ
た
新
し
い
時
代
に

お
け
る
国
保
直
診
の
基
盤
強
化
を
は
か
り
た

い
。」
と
述
べ
た
。

　

そ
の
後
、
会
則
に
よ
り
小
野
剛
会
長
が
座

長
と
し
て
選
出
さ
れ
協
議
に
入
っ
た
。

　

は
じ
め
に
平
成
26
年
度
の
役
員
選
出（
案
）

に
つ
い
て
事
務
局
の
説
明
後
、
原
案
ど
お
り

承
認
さ
れ
た
。

　

主
な
協
議
結
果
に
つ
い
て
は
次
の
と
お

り
。

　

協
議
事
項

○�

平
成
27
年
度
の
役
員
選
出（
案
）に
つ
い
て

・�

会
長
は
青
森
県
か
ら
1
名
、
副
会
長
は
岩

手
県
と
秋
田
県
か
ら
各
1
名
、
任
期
は
平

成
27
年
4
月
1
日
か
ら
平
成
28
年
3
月
31

日
と
な
っ
た
。

○
そ
の
他

・
各
県
会
長
会
議
の
報
告
を
行
っ
た
。

　

�　

平
成
28
年
度
第
56
回
全
国
国
保
地
域
医

療
学
会
は
、
学
会
長
に
山
形
県
の
阿
部
吉

弘
氏
、
山
形
県
・
秋
田
県
共
同
開
催
で
お

願
い
し
た
い
と
の
こ
と
。
ま
た
、
東
北
ブ

ロ
ッ
ク
推
薦
理
事
の
決
定
方
法
に
つ
い
て

は
、
今
後
、
情
報
収
集
し
な
が
ら
協
議
に

て
方
向
性
を
決
め
て
い
く
こ
と
に
な
っ

た
。

本
県
か
ら
髙
野
氏
が
発
表

　

そ
の
後
、「
地
域
で
医
療
・
介
護
の
総
合

的
な
確
保
を
推
進
す
る
た
め
に
〜
制
度
改
定

へ
の
対
応
を
含
め
〜
」
を
テ
ー
マ
に
、
パ
ネ

ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
た
。

　

本
県
か
ら
は
水
原
郷
病
院
の
髙
野
嘉
昭
内

科
部
長
が
「
現
状
・
動
向
を
に
ら
ん
で
の
地

域
医
療
再
生
の
ビ
ジ
ョ
ン
展
開
」
と
題
し
、

現
在
進
行
中
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
発
表
。

　
「
病
院
に
『
地
域
医
療
・
連
携
セ
ン
タ
ー
』

を
設
置
し
、
2
次
、
3
次
医
療
圏
に
お
け
る

基
幹
病
院
・
専
門
病
院
に
対
す
る
前
方
連
携
、

後
方
連
携
、
院
内
連
携
の
一
体
的
対
応
に
よ

り
継
続
性
を
確
保
し
、
急
性
期
か
ら
回
復
期

に
か
け
て
、
個
別
の
医
療
・
ケ
ア
の
マ
ネ
ー

ジ
メ
ン
ト
（
地
域
包
括
ケ
ア
病
棟
の
新
設
）

な
ど
に
よ
り
包
括
性
を
確
保
。
地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
、
保
健
セ
ン
タ
ー
と
共
に
地
域

医
療
・
ケ
ア
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
担
う
。

在
宅
療
養
後
方
支
援
病
院
と
し
て
の
機
能
を

有
し
、
地
域
医
療
・
ケ
ア
の
体
制
構
築
・
実

践
の
先
導
を
担
い
た
い
。」
と
決
意
を
語
っ

た
。

　

発
表
の
後
、
意
見
交
換
、
青
沼
会
長
が
講

評
を
行
っ
た
。

　

平
成
27
年
度
の
東
北
地
方
国
保
診
療
施
設

協
議
会
連
絡
会
議
は
、
青
森
県
で
開
催
さ
れ

る
。

本県を代表して発表した髙野内科部長

平
成
26
年
度
　
東
北
地
方
国
保

　
　
診
療
施
設
協
議
会
連
絡
会
議
開
催
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平
成
26
年
10
月
10
日
（
金
）
11
日
（
土
）

岐
阜
県
岐
阜
市
「
長
良
川
国
際
会
議
場
」、

「
岐
阜
都
ホ
テ
ル
」
に
て
「
地
域
包
括
医
療
・

ケ
ア
の
流
れ
を
さ
ら
な
る
大
河
に
〜
志
を
高

く
、
三
英
傑
の
地
、
東
海
か
ら
発
信
」
を
メ

イ
ン
テ
ー
マ
に
、
第
54
回
全
国
国
保
地
域
医

療
学
会
が
開
催
さ
れ
、
本
県
か
ら
は
8
名
が

参
加
し
た
。

　

開
会
式
で
は
、
高
山
哲
夫
学
会
長
が
「
高

齢
社
会
の
中
で
ど
の
よ
う
に
地
域
を
守
っ
て

い
く
の
か
、模
索
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
中
で
、

地
域
包
括
医
療
・
ケ
ア
が
注
目
さ
れ
、
国
の

重
要
な
施
策
と
し
て
全
国
展
開
が
図
ら
れ
よ

う
と
し
て
い
る
。
と
は
い
え
理
念
や
内
容
が

ま
だ
理
解
さ
れ
た
と
は
言
い
難
く
、
名
前
だ

け
が
先
走
り
し
て
い
る
感
が
否
め
な
い
。
そ

の
よ
う
な
中
、
今
学
会
の
中
で
、
地
域
づ
く

り
、
健
康
づ
く
り
、
地
域
包
括
医
療
・
ケ
ア

を
推
進
し
て
い
く
の
か
、
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
を
通
し
て
全
国
に
発
信
し
て
い
く
こ
と
を

期
待
す
る
。」
と
開
会
の
挨
拶
。　
　

　

主
催
者
と
し
て
全
国
国
保
診
療
施
設
協
議

会
の
青
沼
孝
徳
会
長
ら
が
挨
拶
を
し
、
厚
生

労
働
大
臣
塩
崎
恭
久
氏
（
厚
生
労
働
省
大
臣

官
房
審
議
官
武
田
俊
彦
代
読
）
ら
来
賓
が
祝

辞
を
述
べ
た
。

　

続
い
て
、
平
成
26
年
度
全
国
国
保
診
療
施

設
協
議
会
会
長
表
彰
が
行
わ
れ
、
本
県
か
ら

は
国
保
魚
沼
市
立
堀
之
内
病
院
院
長
の
永
瀬

敏
明
氏
、
南
魚
沼
市
立
ゆ
き
ぐ
に
大
和
病
院

和
漢
診
療
科
部
長
の
小
林
豊
氏
が
、
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
推
進
功
労
者
と
し
て
表
彰

さ
れ
た
。

　

そ
の
後
、
政
策
研
究
大
学
院
大
学
教
授
の

島
崎
謙
治
氏
よ
り
「
国
保
直
診
が
果
た
し
て

き
た
役
割
と
今
後
の
展
望
〜
国
民
健
康
保
険

の
歴
史
と
国
際
比
較
を
踏
ま
え
て
」
と
題
し

講
演
。

　
「
国
保
直
診
の
歴
史
を
ま
と
め
沿
革
を
確

認
す
る
こ
と
。
国
保
直
診
の
存
在
意
義
を
世

界
に
Ｐ
Ｒ
す
る
こ
と
。
過
疎
地
の
地
域
包
括

ケ
ア
モ
デ
ル
の
構
築
」
を
訴
え
た
。

　

国
保
直
診
開
設
者
サ
ミ
ッ
ト
で
は
「
10
年

先
の
地
域
包
括
医
療
・
ケ
ア
〜
２
０
２
５
年

問
題
を
考
え
る
」
を
テ
ー
マ
に
少
子
高
齢
化

社
会
に
直
面
す
る
中
で
の
各
地
域
の
取
り
組

み
事
例
な
ど
に
つ
い
て
、
活
発
な
議
論
が
な

さ
れ
た
。

　

2
日
目
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、
特
別
発
言

者
の
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
医

療
協
力
局
長
の
宇
都
宮
啓
氏
（
前
厚
生
労
働

省
保
険
局
医
療
課
長
）
は
、
地
域
包
括
ケ
ア

の
あ
り
方
に
つ
い
て
「
地
域
包
括
ケ
ア
と
い
う

概
念
に
向
か
っ
て
、
自
分
の
地
域
の
実
情
に
応

じ
た
も
の
を
つ
く
っ
て
い
く
も
の
」
と
強
調
。

　

ま
た
、
離
島
な
ど
の
診
療
所
で
は
、
経
験

の
浅
い
医
師
だ
け
で
従
事
し
て
い
る
場
合
が

あ
る
と
指
摘
し
、「
困
っ
て
い
る
医
療
機
関

が
あ
り
、
自
分
の
地
域
の
医
療
が
あ
る
程
度

の
レ
ベ
ル
に
あ
る
の
な
ら
ば
連
携
・
サ
ポ
ー

ト
す
る
。
国
診
協
に
は
そ
う
し
た
役
割
を
果

た
し
て
欲
し
い
」
と
述
べ
、
そ
の
他
、
多
く

の
報
告
が
あ
っ
た
。

　

そ
の
後
、
市
民
公
開
講
座
と
し
て
、
学
校

法
人
専
門
学
校
首
都
医
校
教
授
、
愛
知
医
科

大
学
医
学
部
客
員
研
究
員
、
医
学
博
士
、
医

療
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
の
植
田
美
津
恵
氏
に
よ

る「
戦
国
武
将
に
学
ぶ
健
康
術
」と
題
し
講
演
。

　

戦
国
武
将
た
ち
の
生
活
か
ら
健
康
に
つ
い

て
学
び
、
生
活
に
生
か
し
て
い
く
こ
と
や
自

身
の
闘
病
体
験
に
つ
い
て
ス
ラ
イ
ド
を
交
え

語
っ
た
。

　

最
後
に
、
閉
会
式
に
お
い
て
次
期
開
催
地

が
埼
玉
県
と
発
表
さ
れ
、
黒
木
嘉
人
副
学
会

長
の
閉
会
の
こ
と
ば
で
2
日
間
の
全
日
程
を

終
了
し
た
。

第
54
回 

全
国
国
保
地
域
医
療
学
会 

開
催
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【はじめに】
　人工膝関節全置換術（以下、TKA）は変形性膝関
節症（以下、膝OA）に多く適応され、当院では年間
約40例の手術が行われている。また、安定した治療効
果を得るため、クリニカルパスを使用し、入院期間を
術後 4 週間と定め治療を行っている。しかし、現行の
クリニカルパスでは歩行開始後の各歩行段階（平行棒
歩行、歩行器歩行、T字杖歩行、階段昇降）の具体的
な獲得時期の指標がないという問題があった。
【目的】
　TKA術後のリハビリテーションをより効果的・効
率的に行うため、以下の 2 点を目的とした。
①歩行能力回復の阻害要因を明らかにする。
②術後患者の各歩行獲得時期を明確にする。
【当院のクリニカルパスの紹介（歩行開始時期）】
　セメント例では、術後ドレーン抜去後より全荷重が
開始されるのに対し、セメントレス例は、術後ドレー
ン抜去後は 1 / 2 荷重より開始され、術後 1 週で全荷
重が許可となっている。セメント使用の有無により荷
重時期が異なっており、歩行練習開始以後の平行棒歩
行から階段昇降までの各歩行獲得時期は曖昧であっ
た。
【仮説】
　歩行能力回復への阻害要因として、以下の 5 点を仮
説とした。①荷重時期の遅れるセメントレス例、②手
術時の高年齢、③Body Mass Index（以下、BMI）の
高値、④すでに反対側もTKAを施行している両膝関
節罹患者、⑤変形性膝関節症治療成績判定基準（以下、
JOA score）において低得点である患者と考えた。
【対象】
　2011年 1 月から2013年 3 月に膝OAでTKAを施行
した71例のうち、T字杖歩行獲得に至った59例とした。
男性11名、女性48名、平均年齢は74. 4 歳であった。
【方法】

1 ）�2 群間比較：①セメント使用の有無、②手術時年
齢を75歳以下と76歳以上、③罹患関節を片側と両
側、④術前JOAスコアを60点以下と65点以上を
それぞれ 2 群に分け各歩行獲得時期と比較。

2 ）�相関関係：①手術時年齢、②BMIと各歩行獲得
時期と比較。

3 ）�平行棒歩行、歩行器歩行、T字杖歩行、階段昇降
が近位見守りで獲得となった術後からの日数。以
上 3 点について調査し、 2 群間比較には統計処理
方法をマンホイットニーのU−testを用い危険率
を有意水準 5 %未満とした。また、相関関係につ
いてはスピアマンの順位相関係数を用いた。

【結果】
1 ）�2 群間比較：①セメントレス群はセメント群より

T字杖歩行と階段昇降が有意に遅れていた。T字

杖歩行（P= 0 .01）、階段昇降（P= 0 .007）②76歳
以上の群は75歳以下の群より、すべての歩行獲得
時期が有意に遅れていた。平行棒歩行（P= 0 .002）、
歩行器歩行（P= 0 .002）、T字杖歩行（P= 0 .007）、
階段昇降（P= 0 .04）③片膝関節罹患患者と両膝
関節罹患患者では有意差を認めなかった。④術前
JOA別（60点以下と65点以上）では有意差を認め
なかった。

2 ）�相関関係：①手術時年齢と歩行獲得時期について、
各歩行段階でやや弱いが正の相関が認められた。
特に、平行棒歩行との相関が認められたことは、
早期荷重が歩行段階を進めるにあたり重要である
のではないかと思われた。平行棒歩行（r= 0 .32）、
歩行器歩行（r= 0 .24）、T字杖歩行（r= 0 .23）階
段昇降（r= 0 . 2 ）②BMIと歩行獲得時期につい
ては相関を認めなかった。

3 ）�各歩行獲得日数：平行棒内歩行は術後 8 日（±
2 . 2 ）、歩行器歩行は10. 7 日（± 4 . 0 ）、T字杖
歩行は16. 3 日（± 6 . 2 ）、階段昇降は22. 4 日（±
6 . 9 ）であった。

【考察】
　TKA術後の歩行能力回復の阻害要因として、一つ
目は手術時の高年齢であった。これについては、加齢
に伴う身体機能の低下が影響していると考えられた。
手術時年齢が76歳以上の場合は術後の機能回復を図る
ため、術前介入を重点的に行うべきということがわか
り、術前からの積極的な介入の重要性が再確認された。
二つ目はセメントレスであった。これについては、全
荷重開始の時期に差があったことが影響していたと考
えられた。しかし、2013年 4 月より、セメント使用の
有無に関わらずドレーン抜去後より可及的全荷重が許
可となったため、今後、影響因子としては低くなると
考えられる。
【まとめ】

1 ）�手術時年齢が特に76歳以上の場合、術前の外来リ
ハビリテーション頻度を見直し、指導内容の理解
と実施を確認する機会を設けるようにした。

2 ）�クリニカルパスにおいて、各歩行移行時期を平行
棒歩行は術後 1 週間以内、歩行器歩行は 1 週± 3
〜 4 日、T字杖歩行は 2 週± 2 日、階段昇降は 3
週と反映した。

3 ）�クリニカルパス変更後の 1 年間24例の各歩行獲得
日数について、すべての歩行獲得時期がパス変更
前より短縮している結果であった。（平行棒歩行
は− 1 . 3 日、歩行器歩行は− 2 . 2 日、T字杖歩
行は− 1 . 3 日、階段昇降は− 3 . 5 日）

　今後は、さらに症例数を増やし円滑なリハビリテー
ションが行えるよう検討していく。

� （第54回全国国保地域医療学会　研究発表）
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